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高等学校等就学支援金の支給に関する法律
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公立高等学校就学支援金事業

１　事業の概要

　公立高等学校に通う一定の収入額未満の世帯の生徒に

対して、就学支援金を支給する。

　また、学び直しへの支援を行うために必要な経費を補

助する。

（１）公立高等学校就学支援金　　 12,419,984千円

（２）公立高等学校就学支援補助　　    9,212千円

２　事業主体及び負担区分

　(国10/10・県0)

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×4人＝38,000千円

５　事業説明
（１）事業内容
    ア　公立高等学校就学支援金　　　　　　　 12,419,984千円
　　 　 就学支援金の支給
　  イ　公立高等学校就学支援補助　　　　　　　　  9,212千円
　　 　 学び直しへの支援
（２）事業計画
　  ア　公立高等学校就学支援金
　　 　 就学支援金を受給資格者へ支給する。
　  イ　公立高等学校就学支援補助
　　 　 学び直しへの支援を行うために必要な経費を補助する。
（３）事業効果
　　　授業料に充てるための就学支援金を支給することにより、高等学校における教育に係る経済的負担
　　の軽減を図り、教育の機会均等に寄与する。
（４）認定見込者数
　　　1年生、2年生に加え3年生が新たに対象となる。

　　　平成27年度　　71,228人
　　　平成26年度　　32,102人

      平成28年度　 109,338人

(単位：千円)

分野施策


